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は　じ　め　に
タプスコットが鶏と卵の関係に喩えたように，情報化とグローバル化が相乗効果を持って進行し，
経営の大きな流れを形成している．この動向の中で日本企業の経営のあり方には，二つの型が浮か
び上がってきた．一つは従来のいわゆる日本的経営を維持する内部経営資源活用型の経営であり，
もう一つはインターネットの特性を生かした外部経営資源活用型の経営である．前者は日本的経営
論の一環として議論されてきたが，要するに組織や組織集団の内部に蓄積される人材およびその属
性である情報を最も重要な経営資源とみなす経営であり，例えば伊丹（NVUT）のいう人本主義経営
がこれに相当する．また後者は，グローバルなネットワーク状の情報通信システムであるインター
ネットを活用し，組織外部のヒトや情報を自在に結合していこうとする経営であり，国領（NVVR）
のオープン・ネットワーク経営の考え方に代表される．日本企業は現在，これら二つの経営の型の
間でジレンマに置かれているといえる．本論では，内部資源活用型経営と外部資源活用型経営のそ
れぞれのメリットとデメリットを言語という観点から考察する．
オープン・ネットワーク経営は，アーキテクチャというシステムの思想によって説明されるが（國
領，NVVV），アーキテクチャは「システムの「切り分け方」と分けた構成要素間の「つなぎ方」にか
んする基本的なものの考え方」（藤本・武石・青島，OMMN）を意味し，二つの方向性を持つとされ
る．一つは，個々の要素（モジュール）をつなぐ「標準的なルール」を設定して，全体のシステム
京都マネジメント・レビュー　　第 5号OM
を構築するというものである．アーキテクチャがオープンであれば，システムの内部と外部のモ
ジュール同士の結合が可能になる．もう一つは，標準的なルールは設定せずに，要素相互間の密接
なコミュニケーションによって「擦りあわせ」を行うことで全体のシステムが統合的に維持される
というものである．外部資源活用型経営と内部資源活用型経営の組織原理は，それぞれモジュール・
アーキテクチャとインテグラル・アーキテクチャによって説明される．
インターネットがグローバルなネットワークであることを考慮すれば，オープンなモジュール・
アーキテクチャにもとづく外部資源活用型経営は本来，モジュールとしてのヒトや情報がグローバ
ルな規模で結合されることが射程に入れられるべきである．その場合にクローズアップされてくる
極めて現実的な経営上の問題は，「標準的なルール」としての言語の選択である．國領（NVVU）は
「標準的なルール」とは，独自の作業手順，仕事の様式，固有の言語などを指し，これらの中で「こ
とばの共有化」が最も重要であるとし，また，藤本等（OMMN）も，「標準言語は社会システムにおけ
る最も重要なインターフェイスである」と述べている．彼らのいう「ことばの共有化」や「社会シ
ステムにおけるインターフェイス」は当然，社内・業界用語に留まらず，グローバルなコミュニケー
ションにおける使用言語にも適用されるものである．本論は，内部資源活用型経営と外部資源活用
型経営におけるこのような意味での言語を問題とする．
そうであることの是非はともかくとして，経営におけるデファクト・スタンダードとしての国際
共通語（äáåÖì~=Ñê~åÅ~）は英語になった．このことが日本企業にとって何を意味するかについては，
英語で経営するか日本語で経営するかの単純な二者択一の問題ではなく，それぞれにおけるコスト
とベネフィットを勘案した上でバイリンガル経営の施策が議論がなされなければならない．このよ
うな問題意識から，本論では日本企業が日本語中心の経営を行うことのデメリットを言語コストと
して捉え，その要因としての日本語および日本的な組織の特質が，実は表裏一体に内部資源活用型
経営のメリットにもなっていることを議論する．さらに fqがコミュニケーションを標準化に向かわ
せる過程の中に，バイリンガル経営のあり方が示唆されていることに触れる．もとより仮説検証型
の研究は不可能であるので，インタビューや二次資料を通じて fq，言語，情報モードという Pつの
キーワードの相互関係を明らかにしながら，既存の議論の整理を試みたい．
Ⅰ．日本企業の言語コスト 
1．IT化と言語の標準化
「インターネットの普及により，英語がわかる人にはすばらしい優位性が与えられた」というシン
ガポールのリー・クアンユー上級相のことばが象徴するように，英語の市場価値が高まっている=N）．
コンピュータやインターネットは経済力の強い米国で開発された技術であり，また，ソフト開発や
N）「鐘」『日経新聞』NVVV年 V月 OO日．
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操作表示において英語が使用されることが，英語空間の拡大を促したといわれる=O）．言語学者によ
る試算では，企業の使用言語と総売上などの関係に着目した場合の英語の経済価値は，R兆 QIRRM億
ポンド（約 N千兆円）に上る=P）．クルマス（NVVO），松繁（OMMM），井上（OMMM）等は，経済学や経
済言語学の立場から英語を母語とする国民の dkm，英語能力が高い人材の給与所得=Q），語学関連ビ
ジネスの規模=R），同一の出版物の言語別売り上げ=S），翻訳・通訳の料金などから英語の経済価値に
ついて測定しているが，他言語と比較して英語の値段が最も高い結果になっている．事実，英語は
インターネット上で利用される言語の約 V割を占め，ホームページの約 U割で使われ，電子商取引
での使用も最多である．英語は経済と結びつくことにより，グローバル・ビジネスにおけるコミュ
ニケーションのための「標準的ルール」を獲得した．
英語が事実上のビジネスの世界共通語（äáåÖì~=Ñê~åÅ~）となることにより，「皆が使っているから
英語を使う」という意味のネットワーク効果が働くようになった．すでに世界中の企業や国際機関
の UR％以上が英語を使用言語の一つにしている．brや ^pb^kの首脳会議や委員会では英語が公
用語として使用される．欧州の多国籍企業では英語能力はマネジャーの必須条件であり，主要なビ
ジネススクールは英語で教育を行っている．^pb^k五ヶ国の現地法人の共通語は V割までが英語
である．アジアの非英語圏の国々でも英語は経済界や政界のエリートの条件であり，英語が金儲け
に繋がるという経済合理的な判断から，企業や個人は英語学習に熱心に取り組んでいる．中国は国
家・民族の象徴としての「中文」（中国語）と経済のグローバル化を推進する手段としての英語を使
い分ける政策をとっている．台湾でも，筆者が調査した新竹の fq関連企業では，経営の中で英語が
多く使われており，「ビジネスは英語，生活は中国語」と使い分けしている=T）．韓国の五大財閥系企
業では，英語能力重視の人事政策をとり，例えば phグローバルは OMMN年から英語が社内公用語に
なった．また，中国や韓国でもトップクラスのビジネススクールでは英語で教育を行っている．
英語化の波は日本企業にも及んでいる．日産や新生銀行は，外資が導入されて非日本人のトップ
が就任してから，共通語が英語になった．日本の金融市場が外国企業の株式上場や資金調達に際し
ての情報開示を英語で認める方向にあるのも，国際金融の英語化への対応である=U）．このような経
O）一方，日本は漢字のコード化に膨大な作業を要したために，情報化で遅れをとる結果となった（西垣，OMMN）．
P）「世界の人口の半数　英語ペラペラ」『日経新聞』OMMN年 P月 NV日．二位は日本語の約 ROM兆円，以下ドイ
ツ語の約 PMM兆円，スペイン語の約 OMM兆円と続く．英語の額が突出して高い．
Q）例えば，帝人では課長相当職以上への昇進に英語能力が課される．昇進すれば給与は NMM万～ OMM万円の差
がつくが，毎年，数名が英語の条件をクリアできずに昇進が見送られるという．
R）日本の語学教育産業は年商 NM億ドルに上り，その大部分が英語教育である．
S）例えば，英語で書かれた経済学のテキストは印税が１億円を超えることが多いが，日本語ではそれほどの売
上は期待できない．
T）ただし，中長期的には中国語がビジネスの第二のデファクト・スタンダードになり，コンピュータ・ソフト
のウィンドウズとマックの関係のように，英語と中国語が拮抗してゆく可能性はある．
U）東証に上場する外国企業が激減しているが，その原因は年間約 NIQMM万円に上る上場維持のコストで，有価
証券報告書を日本語で作成するコストがその８割を占める．
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営環境の変化に応じて，日本の大手企業の中にも，スミダコーポレーション，日本精工，pjhなど
のように，ここ O，P年の間に英語を公用語に定めるケースが見られるようになった．また，松下電
器産業，コマツ，トヨタ，kb`，日立製作所，帝人，日本精工，khhなどでは，英語能力を人事査
定の基準に加えている=V）．=
しかし，日本企業は社員の英語能力や全社的な取り組みにおいて他国とは相当の懸隔があり，英
語で経営を行う体勢は整っていない．ビジネスマンの英語能力の判定に多くの国で qlbf`が採用
されているが，英語で支障なくビジネスを行うには SRM点のスコアが必要とされる．過去数年間の
日本人の平均点は QRM点前後で推移しており，これは韓国（QUM点），台湾（QTR点），中国（RMO点）
といった東アジアの非英語圏の国や地域にも及ばず，世界で最低のレベルである．OMMM年年の大学
新卒者の平均スコアは QQM点であった．qlbf`のスコアを NMMポイント上げるためには，OMM～ ORM
時間の研修が必要だといわれる．また，英語能力を人事査定に組み込んでいる企業は少なく，筆者
らが OMMM年に行ったアンケート調査では，qlbf`の成績を昇進のための絶対条件にしている企業
が NS社（RKN％），また考慮点としている企業は OT社（UKR％）と少数であった=NM）．
トヨタでは SMM点以上を係長昇進の目安に，日立では総合職への昇進条件に SMM点，課長職は SRM
点，経営幹部候補は UMM点，コマツでは課長昇進に RMM点，日本 f_jでは課長への昇進が SMM点お
よび次長クラスで TPM点，松下では主任への昇進が QRM点，また係長昇進の目安を SMM点，khhで
は管理職昇格資格に RMM点，日本精工では係長・課長に RMM点が必要である=NN）．また，企業の語学
研修予算は低く，松下で数億円（仮に R億円で試算すると，国内連結売上高の MKMN％，社員一人当
たり PIMMM円から QIMMM円程年），日産自動車も P億円程年に留まる．
韓国の企業に対して筆者らが行った調査では，英語能力に関しての昇進条件は厳しく，採用人事
でも高い得点を条件にしており，社員の英語能力強化の方針が徹底していた=NO）．昇進条件は qlbf`
で id=fåíÉêå~íáçå~äが SPM点，現代が SRM点，大宇は管理部門が RRM点，営業部門が SRM点で，id
では VMM点をクリアするまで P年ごとに再受験が課せられる．OMMN年から英語を公用語化した ph
däçÄ~äでも，毎年英語試験の受験が義務づけられている．新卒者の採用条件は，idが UMM点から
VMM点，現代が UMM点というきわめて高いスコアが設定されている．
V）社団法人日本在外企業協会『英語インフラ研究委員会報告』（OMMN年 Q月）が会員を対象に行ったアンケー
ト調査では，すでに英語を公用語化しているか，もしくは将来そのような計画がある企業は，回答企業数 UO
社のうち NV社である．
NM）『「国際経営と語学研修」に関するアンケート調査集計票』（吉原・岡部・澤木，OMMM年 O月）に拠る．また，
qlbf`の運営機関である財団法人国際ビジネスコミュニケーション協会が OMMP年に行ったアンケート調査で
は，有効回答 SRR社のうち qlbf`スコアを昇進・昇格の要件にしている企業は NMQ社（NRKV％），「将来は要
件としたい」と答えた企業は OOO社（PPKV％）であった（『第 NO回 qlbf`テスト活用実態報告』OMMP年 T月）．
また，社団法人日本在外企業協会が OMMM年に会員企業を対象に行った調査においては，昇進・昇格の際に英
語能力について考慮していると答えた企業は OQ％であった（『グローバル経営』OMMM年 N月）．
NN）コマツでは数名が条件に適合せず昇進を見送られたことがあり，また松下では，例年は上位管理職に OIMMM
名程度が昇進していたが，英語能力が昇進条件になった OMMN年には約 NM％減少している．
NO）韓国企業への調査は，NVVV年の NN月 OO日から OR日まで，吉原英樹等と共同で行った．
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2．内部資源活用型経営と言語コスト
日本人ビジネスマンの英語能力の低さが一つの要因となって，日本企業は従来から，グローバル
経営においても日本語中心の経営を行ってきた．日本企業のグローバル化の歴史は，戦略面におい
ては，戦後の輸出中心の時期を経て，NVUR年のプラザ合意以降に生産の海外移転が進み，次いで研
究開発が海外で行われるというグローバル化の道筋をたどったが，マネジメントそのものは現在に
至るまで一貫して本社主導型で日本人中心に行われている．このような経営の未発達な状態を，吉
原（NVVS）は「未熟な国際経営」と呼び，その現象は「ヒトの現地化」の遅れと日本親会社の国際
化（「内なる国際化」）の遅れに見られるという．欧米の企業ではマネジャーが多国籍化しているの
に比べ，日本企業では非日本人の雇用率が低く，海外の現地法人でも同様の傾向が見られる．各国
企業の進出が進む中国では，欧米企業の現地法人ではトップの PM～ QM％が華僑・華人も含む広義
の中国人であるのに対し，日本企業の中国事務所・法人では日本人が VV％を占めている．この状況
は世界中のどの国においてもほぼ同様に見られ，その結果，本社と海外子会社の間においても，海
外子会社内部においても，重要な経営情報を日本人が日本語で共有し合う内部情報資源活用型の経
営になっている．社団法人日本在外企業協会の OMMN年の調査によると，本社から海外に発信される
文書のうち，駐在員向けは「すべて日本語」が TV％に上る．また，現在もこの傾向に変化はなく，
むしろ海外企業との格差は開いていると予想される．
ネットワーク効果によるビジネスの急速な英語化の中で，日本企業が行う日本語中心の経営はデ
メリットが大きくなってきた．吉原・岡部・澤木（OMMN）では，言語に起因する国際経営における
デメリットを言語コストとして捉え，言語投資対策が必要であることを指摘した．言語コストは定
量化が困難であるが，その規模を把握するために，直接的なコストと間接的なコストに分類して若
干のデータと事例を示しておきたい．
直接的な言語コスト
①　通訳・翻訳費用．通訳の外注費用は，簡単な商談通訳料金は一人一時間で約 QIRMM円だが，同
時通訳で三日間の会議を行う場合は装置のレンタル料も含めて NMM万円を越すことがある．また，
社内で通訳・翻訳業務を調達する場合は，英語のできる社員が英語屋として便利に使われ，本来
の業務に専念できないことがあり，海外子会社でも同様に，日本人社員はコスト高であるにも関
わらず，翻訳・通訳業務に多くの時間を割いている=NP）．
②　意思疎通の齟齬．ブリジストンとファイヤストーンのタイヤのリコールの件は記憶に新しいが，
日米両社間での意思疎通の齟齬が問題を拡大したといわれている．また，日産自動車の次のよう
な例もある．日産が提携先を模索していた際，有力な候補の一つはフォードであった．フォード
のナッサー社長は日産の塙社長に対し，日産が提携交渉を是が非でも進めたい強い意思があるこ
NP）日本翻訳連盟によると，企業や官庁が外注する翻訳業務の総額は，文化関連以外で年間約 Q千億円である．
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とを表明するために，日産側の提案を文書化したものという意味での“mêçéçë~ä”を要請した．し
かし塙社長は“mêçéçë~ä”の意味を誤解し，フォード側が具体的な経営再建の提示を求めている
と解釈して，副社長の白井氏をデトロイトに派遣し，再建に向けての事業革新計画を説明させた．
フォード側は「文書」という意味での“mêçéçë~ä”を求めていたのに対し，日産側はこれを「口
頭のプレゼンテーション」と解釈したために NM日以上の時間が無為に費やされ，交渉の進展に影
響を与えたとされる=NQ）．
③　情報の遅れ．海外子会社の日本人駐在員は出張が多いが，本社からの電話による問い合わせや
相談が日本語でなされるために，日本人駐在員が出張中は現地人社員では対処できず，日本人が
出張から戻るまで数日間も放置されることがある．また，日本語情報を現地人社員に通訳・翻訳
するのに時間がかかり，意思得決定が遅れるという問題もある．
間接的な言語コスト
①　外部人的資源の活用機会の喪失．ヨーロッパの大企業では，マネジャーは多国籍な人材が占め
るのが一般的になっている．例えば，チューリッヒに本社があるスイス再保険では，再保険に関
する高年の知識を持つ人材を世界中から集めるという方針で，NS名の執行役員のうちスイス国籍
を持つ者は S人，残りの NM人の国籍は Uヶ国に上る．同じくスイスに本社を置く ^__でも，役
員 U人の国籍は全て異なる．若干古いデータではあるが，日本の多国籍企業において日本の本社
内に雇用されている非日本人幹部の割合は約 Q％に過ぎない=NR）．同様の傾向は海外子会社の経営
においても見られる．社長やマネジャーが現地人であれば，現地市場に関する情報収集，人事管
理，認可取得などの対政府関係，企業イメージ向上などの面において有利であるにもかかわらず，
日本企業の海外子会社の社長が現地人であるケースは約 O割に留まり=NS），マーケティングや人事
の担当者を除く幹部も日本人が占めている．その結果，重要情報は海外子会社内部においても本
社とのやり取りにおいても日本語でコミュニケーションされるため，情報共有から疎外される現
地社員は必然的に仕事のモチベーションを失い，離職率が高くなる．日本語ができる現地人社員
は，語学要員として使われることに失望することも多い．採用希望者も減少し，マレーシアや台
湾では，就職先人気企業のリストでは，日本企業はほとんど含まれない．中国の中華英才網が
OMMP年に行った調査でも，就職人気ランキング RM社のうち，日本企業はソニー，松下，トヨタ
の三社のみであった．首位のソニーも順位は NT位で，欧米企業や中国の現地企業，また韓国の三
星電子（U位）に及ばない．さらに最近増加しているインターネットを使った海外在住のソフト
開発者やコールセンターのスタッフの活用も英語がベースである．シリコンバレーのソフト開発
会社の中には，社員の V割程年をインド在住のインド人ソフト開発者が占めているというケース
NQ）「日産・ルノー提携の全内幕　揺れ動いた塙社長の決断」『日経ビジネス』NVVV年 P月 OO日号，ééK=SÓNU．
NR）アンケート調査，吉原英樹『未熟な国際経営』白桃書房（NVVS）．
NS）これは他国の企業とはおよそ反対の割合である．
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もある．インド人の人件費は，シリコンバレーの約 R分の Nであるが，日本企業はソフト開発者
の不足が深刻であるにもかかわらず，日本人の高い人件費を払い続けている．
②　Éビジネスへの参加機会の喪失．『平成 NO年版通信白書』では，国境を超える国際電子商取引
の課題として，使用言語を挙げている．電子部品，鉄鋼，小売，自動車，航空部品などの部品や
資材をグローバルに調達するネット市場が次々と創設されているが，そこでの共通言語は英語で
ある．個々の企業も同様の調達用サイトを立ち上げており，例えば日本 f_jでは，日本企業が取
引相手に想定されるにもかかわらず，サイト上のコミュニケーションの言語は英語になっている．
電子メールやホームページを活用したマーケティングも増加している．外資系 fq関連企業のリン
クメディアは，さまざまな国籍の見知らぬ海外企業から「提携先を紹介して欲しい」，「御社と提
携したい」といった内容のメールが届き，商談に至ることが多いという．先方からのメールには
ホームページのアドレスが添付されており，ホームページではきちんとした英語で会社の内容に
ついて情報提供されているため，商談の進行が非常に速いという．これらのネットを利用した調
達やマーケティングは，自社の事業内容に関連性の高い企業を検索してメールを送れば済むので
費用がかからないが，日本企業は十分に使いこなしていない．
このように，日本語を使う内部資源活用型経営の言語コストは大きい．吉原等（OMMN）では，対
処策として語学研修，海外留学，海外勤務，英語力重視の人事などによる言語投資を行って，社員
の語学力を高め，英語による経営を推進するべきであると提案している．しかし，短期間に日本人
の英語能力を上げることは容易ではない．米国三井物産では，部長会議に参加する QM名弱の中に P
名の米国人マネジャーがいたために，以前はマネジャー会議を英語で行っていたのだが，日本人社
員の発言が極端に少なく会議が形骸化したために日本語に戻し，米国人マネジャーに対しては会議
後に英語版の議事録を配布するようにして対処したという=NT）．この事例は，日本企業のグローバル
化と英語使用の限界を示している．これは単に社員の英語能力をアップし，経営言語を日本語から
英語にスイッチして外部資源活用型の経営を行えばいいという単純な問題ではなさそうである．日
本人ビジネスマンが日本語以外でコミュニケーションすることに困難が伴うのは，言語や組織に関
する根源的な要因が絡むからではないだろうか．また，それらの要因は，内部資源活用型経営の強
みと表裏一体になっているといえるのではないか．これらの疑問について組織論や言語論の観点か
ら検討してみたい．
NT）「米国三井物産　子会社の米人集め自由闊達経営のコツ学ぶ」『日経ビジネス』NVVQ年 N月 PN日．
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Ⅱ．日本企業の言語ベネフィット 
1．日本語の特質と言語障壁
日本人が英語を習得することの困難さについて，教育言語学者の大谷（NVVV）は，これを言語間
の距離の大きさとして捉え，言語体系の親族関係から説明している．qlbciの成績を国別で比較す
ると，英語と同じ印欧語族のゲルマン語系であるオランダ，デンマーク，スウェーデン，ドイツは
高得点を占め，同じ印欧語族ではあるがロマンス語系国のフランス，イタリア，スペインなどがそ
れに次ぎ，さらにスラブ語系，ギリシャ語系，イラン語系の国は順にスコアが低くなる．これらの
印欧語族とは無縁の日本，韓国，台湾，タイなどは英語との距離が最も大きく，英語力が最も低く
なっている．
言語的距離は，文字の違いから構造的に明らかにされている．鈴木（NVTR），石川（NVVV），西垣
（OMMN）等は，欧米言語はアルファベットという表音文字が用いられるが，日本語は視覚記号である
表意文字の漢字が用いられる点が大きく異なることを指摘する=NU）．西垣（OMMN）は，「東アジア文
化圏とは，漢字という視覚記号システムを基盤に成立したものだ」と述べている．さらに石川（NVVV）
は，日本語は漢字，平仮名，片仮名という異なる文字が使用される世界でも類を見ない重層的な言
語であるという=NV）．日本語は政治・思想言語として輸入された漢語と，生活・感情語として独自に
発達した和語が重なりあい，また，漢字そのものも中国由来の音読みと大和ことばを漢字に置き換
えた訓読みが付され，そこに外来語表示の片仮名が加わるという複雑な多層構造になっている=OM）．
その結果，アルファベットという一種類の文字だけを用いる英語は，一つのことばに対応する意味
が明確であるのに対し，日本語は，表現の微細さを持つ一方で，言葉のゆらぎが生じ，多義的で曖
昧になる．
このような英語と日本語の言語的距離は，日本人が英語を習得することを困難にし，言語コスト
の本質的な要因になっている．しかし一方で日本の組織は，特殊性の高い言語である日本語を使う
ために，個人に内在する情報を逐一言語化する必要がなく，ことばの多義性や曖昧性を保持できる．
そのために，企業が得意とする独自の経営手法や知識やアイデアが，散逸して海外の企業に模倣さ
れる心配が少ない．これは，日本語が言語障壁となって情報が保護されるという消極的な意味での
言語ベネフィットである．また，次に述べるような閉鎖的な日本の組織のコミュニケーションのあ
り方も日本語情報を保護する土壌となっている．
NU）ただし，ロシア語やギリシャ語に使われるキリル文字はアルファベットに類似している．
NV）一つの言葉でもそれぞれの表記法によって，例えば，「人（ジン）」，「人（ニン）」，「人（ひと）」，「マン」の
ように微妙に含意が異なる．
OM）韓国語も日本語と同様に，仮名に相当するハングル語が漢字と併用される．本論で議論している経営と言語
の問題は韓国企業にも当てはまるのではないだろうか．
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2．日本型組織の情報モードと知識創造
日本の組織の情報特性を明らかにしておこう．ここでは組織内の情報や意思決定のプロセスや仕
組みを「情報モード」と呼ぶことにする．日本の組織は，個々のメンバーが「擦り合わせ」による
密接な情報共有を通じて組織全体に対して自己組織化し統合されるというインテグラル・アーキテ
クチャをベースとしている．伊丹（NVUT）は，日本の組織では，ヒトのネットワークが重要な意味
を持ち，情報，意思決定，付加価値のいずれもが従業員の間で共有されると述べている．このよう
に日本の情報モードは独自的で閉鎖的である．またホール（NVTS）は，組織の情報モードを文脈共
有の原理から説明し，日本の組織は高文脈型で，「情報のほとんどが身体的コンテクストのなかにあ
るか，または個人に内在化されており，メッセージのコード化された，明確な，伝達される部分に
は，情報が非常に少ない」と述べている．一方，欧米的な組織は低文脈型であり，「情報の大半は明
確にコード化されている」という．すなわち日本の組織では，重要情報が個人の内にあって逐一言
語化される必要がないため，情報効率が高くなるのである．また，安室（NVUN）はホールの議論を
踏まえて，高文脈な組織においては「境界線は情報共有の有無で鋭く区別される」ことを指摘する．
その結果，組織外部の人が組織の文脈を理解するのには時間がかかるし，組織の新しいメンバーが
非日本人であればなおさら英語でコミュニケーションする必要が生じ，非言語情報を英語で言語化
するという骨の折れる作業が必要となる．非言語化情報に重きが置かれる日本の組織の情報モード
は，多義性や曖昧性を特徴とする日本語との親和性が高く，相乗的に組織の言語障壁を高くしてい
るといえる．
このような日本型の情報モードは，豊かな発想や創造を促す側面を持つ．人は「言葉で表現でき
る以上のことを実は知っている」（ポラニー，NVSS）のであれば，個人の頭の中に喚起されるアイデ
アやひらめき，「曰く言い難い」想念，視覚情報に近いイメージといった知識の源は，暗黙的な知識
であって，なかなか言語化できないものである．しかし，日本の組織の中では，知識を組織の他の
メンバーと共有する過程において，言語の不足を高文脈な情報モードで補うことができるのではな
いだろうか．組織内での自由な議論を通じてアイデアを共有し，それを製品開発に生かすことは日
本企業の強みとされてきた．ホンダの「ワイガヤ」はその一例である．コマツの安崎取締役相談役
は，社長在任中に，英語力とグローバル化の重要性を強調し，外国人が社長になっても構わないし，
本社を太平洋の真ん中に移しても構わないと思った時期があったという．しかし，社長時代の後半
から日本語の重要性に気がつき，「日本の会社であるという源流を忘れると危ういのではないか．特
色や競争力を失い，顧客が離れるのではないかと感じ始めたのです．コマツとは何か，日本全体の
運命はどうなるのかと考えているうちに，日本語が大事だと思えてきました．」と述べている．また，
日本企業の競争力と日本語や漢字には関わりがあるとし，「n`サークルが盛んだったころ，モノづ
くりの現場では皆でアイデアを出し合いました．各人が会得したノウハウなど「暗黙知」を表現し
ようとするとき，四文字熟語がよく出てくる．例えば理想に至らないもどかしさを感じた時などに
「隔靴掻痒（かっかそうよう）」と言ったりしました」と述べている．
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野中（NVVM）は，知識創造論を展開した中で，「西欧において知性は伝統的に言語にあったが，わ
れわれは体験知を重視してきた．」と述べ，日本企業では相対的に暗黙知が組織に蓄積されやすく，
さらにそれを合理化して説明する必要もないという．例えば，松下の家庭用電気パン焼き器の開発
では，女性担当者が大阪国際ホテル（旧）のパン職人の作業からパンのこね方を体験知として学び，
これが開発に応用された．おそらく女性担当者は会社に戻って，暗黙的に体得したパン職人の作業
のコツや勘を開発チームのメンバーに，多くの擬音語や擬態語やメタファーなどを使って伝達した
ものと想像される．日本語は擬音語や擬態語が多い言語であるといわれ，また，暗黙知を表現する
ために使われるメタファーやアナロジーは，象徴的な詩的言語であり，言葉の中に圧縮されている
情報の量が多く多義的である．日本の組織的な文脈の中では，意味との対応が一対一でない含意の
多い言葉がそのまま組織全体に浸透しやすい．日本語を使って経営を行うからこそ，日本人固有の，
あるいは日本語固有ともいえる知識の創造が可能になるのであり，これは言語ベネフィットである
といえよう．つまり高文脈的な組織であるからこそ，個人の体験に根ざした勘やアイデアなどの暗
黙知を生かした経営が行われやすいのである．
Ⅲ．情報化とバイリンガル経営の可能性
1．ITと情報モードの変化
では外部経営資源と内部経営資源の両方のメリットを生かしたバイリンガル経営を行うために
は，組織のコミュニケーションはどうあるべきなのだろうか．ここでは，日本的な情報モードが顕
著に現れる会議や稟議制年といった意思決定方法を取り上げて，fqがこれらをどう変化させている
かを見ることにより，日本語と英語を併用したバイリンガル経営のあり方を模索する．
欧米の企業では情報が一元管理され，限られた個人によって意思決定が行われるのに対して，日
本では，情報を組織全体で共有しながら，「擦り合わせ」によってコンセンサスに到達する方法が採
られてきた．しかし，インターネットによって情報共有の効率が向上し意思決定が迅速化されるに
つれて，日本企業が行ってきた時間を要する集団的意思決定プロセスは見直しを迫られている．
実際の「稟議」は，案件の審査と同時に合意形成のための「根回し」が一体となって進行する．
案件の審査に相当する部分は社内規定で明文化され，制年化されているのに対して，「根回し」は公
式化されていない．本来の「稟議」である案件審査は，情報技術を導入してルーチン的な作業の無
駄を削減し，時間を節約することが容易である．通常は順送り（シリアル）に行われるので，ワー
クフローのパッケージソフトを購入し，稟議案件の種類ごとに決裁過程を設定することによって比
較的簡単にシステムが構築できる．しかし，「根回し」は電話をかけたり実際に会ったりして，組織
内外のさまざまな非公式な場において変幻自在に口頭で行われるので，元来システム化や標準化に
そぐわない性質のものである．社長の決裁を必要とするような重要年の高い案件ほど「根回し」の
必要性が高くなるため，これをどう取り扱うかが重要な課題となる．事実，この点への配慮がない
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ために，電子メール，グループウェア，電子稟議書，電子会議，テレビ会議などのインフラ作りを
行っても，意思決定の実態は変わらない企業が多い．定型的な報告・連絡・相談は会議を開かなく
てもメールの交換や電子会議システムで代行できるが，「根回し」は従来どおりであることが多い．
また，「稟議」だけを情報システム化しても，電子稟議による決裁のスピードアップに根回しが追い
つかず，審査がいい加減になるといった逆効果も生じ，意思決定の速年は上がっても質は低下する
結果になる．このような問題を回避するために，以下に紹介するいくつかの企業では，会議や「根
回し」の中で報告・連絡に相当する部分は電子会議やチャットなどで代行させ，本来の「擦り合わ
せ」の部分は残すことによって，会議や「根回し」の価値をせねずに意思決定をスピードアップす
る工夫がなされている．
松下精工（注：平成 NR年 N月 N日に松下エコシステムズ（株）と社名変更）では，NVVU年に社
長の指揮で意思決定のしくみを改革した．従来は，地理的に離れた Pつの拠点間を稟議書が行き来
し，NM数個のハンコが必要な重要案件で最終決裁までに PM日を要することもあった．そこで電子
稟議システムを導入し，「根回し」の一部を情報化した．まず，社長決裁が必要な重要案件について
P日間にわたって電子会議を開き，決裁者や発議者がネット上で質疑応答や議論を行いながら，意
見を調整する．次に，月 O回開催される定例会議で，案件について実際にフェース・ツー・フェー
スで議論し合う．定例会議に先立って電子会議による「根回し」が行われているので，議論の内容
に無駄がなく深い議論ができる．その後に，電子稟議システムにより稟議を一斉に同報して，並行
して審議を進める．このように稟議案件ごとに実際の会議と電子会議を開催する仕組みができたこ
とによって，意思決定の速年のみならず質が向上した．
あさひ銀行では，電子稟議システムを導入すると同時に，決裁者を限定し，「根回し」の中でも情
報共有が目的の報告や連絡は電子会議で行い，直接に話さなければならない微妙な調整に関する「根
回し」だけを従来のまま行うようにした．これにより「稟議」の時間が NQ日から QKQ日に短縮された．
不動産・建設・マンション関連の企業では，顧客との契約の了承を得るために「稟議」を回して
いるうちに商談を逃すことも多い．大京では，文字入力によってネット上で会話ができるチャットの
機能を使い，社長が必要に応じて，当該者にチャットへの召集をかけ，「根回し」の話し合いの場を
意図的に設けている．おおまかな議論はチャットで済まされ，ある程年の合意ができているので，一
同が会した会議の場では，誰が何をすべきかをその場で決定してしまうことができるようになった．
サンスターでは，「共有化の会議」（情報共有のための会議）と「決定の会議」（意思決定の会議）
を別個に開催するようにしており，「共有化の会議」においても直接に説明する必要がある事柄を除
いては，事前にメールで情報共有を済ませておく．
これらのケースに見るように，どうしてもフェース・ツー・フェースで行わなければならない「擦
り合わせ」の部分を除いて，会議や「根回し」が部分的に電子会議などの情報システムによって肩
代わりされるようになった．つまり意思決定のプロセス全体を場面ごとにシステム化できる部分と
できない部分に分けて，標準的な情報モードと日本的な情報モードを使い分けることにより，日本
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的な組織の情報モードのデメリットを削減しながらメリットを残しているのである．情報技術に
よって本来は制年として標準化されていなかった日本的な組織コミュニケーションが，部分的に標
準化されたのである．その結果，意思決定が迅速化し，責任の所在も明確になって意思決定の質が
向上した．
2．バイリンガル経営の施策
場面に応じた二つのモードの切り替えは，経営における言語の選択にも応用できるのではないだ
ろうか．英語で経営するか日本語で経営するかのいずれかの選択ではなく，コミュニケーションの
場面ごとに日本語と英語を使い分けていくのである．一つの会議の中でも英語と日本語を併用する
ことは，例えばある企業の海外子会社のマーケティング担当マネジャーや本社の外国人マネジャー
を交えての会議では，次のように進行するであろう．①基本的には英語を共通語にして，日本人に
対しては通訳を付けて議論を進めながらも，②会議の途中で，ある案件について事情に通じている
日本人社員同士が日本語で議論し始め，③しばらくして英語の堪能な議長が日本語での議論の要約
を非日本人に説明し意思疎通をはかりながら，④また英語の議論が続けられていく，といったよう
な具合である．いわばコミュニケーションのプロセスにおける各場面で英語と日本語を使い分ける
ことにより，言語コストを削減しながら言語ベネフィットを生かすことを意図したバイリンガル経
営を実現する．しかしそのためには，日本語情報を明確に整理して英語で表現できるだけの高い英
語能力を持つコーディネイター役のリーダーが必要である．
英語が堪能なソニーの出井会長は，英語と日本語を使いわける必要を説く．塩野七生氏との対談
の中で「社員が日本人だけならいいんだけれど，ソニーは NT万人の社員がいて，日本人は R万人く
らい．だから発信するメッセージは割とクリアでないと伝わらない．曖昧なこと，例えば調和とか
和とか，そういう日本的な表現を日本語で言っても全然通じないから．そこが結構難しい」と述べ，
塩野氏の「NT万人全員に必ず伝わるのは，こうすればソニーの売り上げが上がって，NT万人全員の
月給が増えるという言い方だけです．」というコメントに対し，次のように答えている．「それは非
常にクリアです．例えば最近，ソニー・ピクチャーズ（エンタテインメント）は調子がいいわけで
す．「スパイダーマン」なんていう映画は，世界同時公開でヒットしているわけですよ．何で同時公
開なのかといったら，映画をいっぺん作ったら，早くお金を回収して次の作品に投資しなきゃいけ
ない．今までは劇場公開から O年ぐらいして出していたビデオソフトも，今はすぐに売り出す．す
ると asaが PMMM枚ぐらい売れるわけですよ．そうやって，資本というものは早く回転するほうが
いいというソニー共通のルールが，ソニー・ピクチャーズの人間にもわかるわけです．そうやれば
売り上げも利益も上がると」（出井）．
日本テレコムの子会社の通信会社 gbkpの高井瑞穂社長も，英語と日本語の両方を使い分けて経
営を行っている．社内の会議で米国人社員が結論だけを話して済ませようとすると，「日本人はもっ
と詳しく知りたいから」と言って，意思決定に至ったプロセスを説明させる．日米どちらのやり方
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が良いと決めつけずに，両方に適応しお互いが仕事をしやすいようにうまく調整している．ある日
系米国人社員は，普段は流暢な日本語で仕事をこなしているが，感情的に不満を言う時は英語の方
が楽であるため，そのような時に自然に話を聞いてくれる高井に親しみを感じると述べている．
ま　と　め
本論では，fq化の進展によって組織のコミュニケーションが標準化に向かう中で，日本従来の内
部資源を活用した経営を保持することのメリットとデメリットを言語の観点から論じた．グローバ
ル化が進展して内部資源活用型の経営の言語コストは大きくなっており，それに対応した組織内の
英語能力の蓄積が必要である．しかし同時に，日本語で経営を行うからこそ実現する言語ベネフィッ
トに注目し，それを維持しながら外部資源をも活用するバイリンガル経営を目指す必要がある．そ
の一つの方策として，組織コミュニケーションの場面ごとに異なる言語の振り分けを提案した．情
報化における日本企業の経営と言語の問題をさらに掘り下げて，相互の関係をより明確に位置づけ
ることが今後の研究課題である．
今井（OMMO）は，fq革命がコミュニケーションにもたらす本質的な変化は，人間の思考プロセス
におけるコンピュータと人間の関係として捉えるべきであると述べ，言語と思考の関係についての
認知科学的な視点の必要性を指摘している．「自然言語はかつて考えられていたように既に出来上
がった概念や思考をただ言い表すものではなく，むしろ概念の母体であり思考の地平と考えられる
ようになった」（今井，OMMO）という説明が正しければ，このことは日本人一般の認識パターンやそ
れに基づく思考プロセスが，日本語という言語の特質に左右されることを示唆している．言語哲学
者の中村（NVTR）は「言語によってものを考えようとするとき，われわれはみな否応なしに，或る
自然言語が形づくる体系，つまりなんらかの国語（ラング）のうちで，その国語によって考えない
わけにはいかない」という．ある事象についての認識レベルにおいて言語が規定的な役割を果たす
かどうかについては，言語相対仮説もしくはサピア―ウォーフの仮説と呼ばれる命題をめぐって議
論が展開されてきた=ON）．経営における意思決定のような思考のプロセスに関しては，多少なりとも，
言語によって規定されるということが言えるのではないだろうか．
ON）この命題は，考えやアイデアがあるのに言語化できないのか，あるいは言語化できないものは考えられない
のか，をめぐり，数十年にわたり議論されている．この説に反対を唱える言語学者のピンカーは，進化論の立
場から，失語症の実験例などをもとに，人間の本能には思考が自然に備わっており，言語化する能力がなくて
も人は思考していると主張する．しかし，彼の主張が正しく，言語化できないものは思考できないということ
は否定されるとしても，人がある思考を言語化する場合には，ある程度はそのときの使用言語の種類によって
表現や論理展開が異なってくるはずである．例えば，研究者が論文を書く場合も，英語と日本語のいずれで書
くかによって，最終的に言いたいことや結論は同じであっても，そこに至る論理展開が異なってくる．すなわ
ち日本語で書くという作業そのものから，いわば自然発生的に日本語によるロジックが展開されていくことを
経験する．
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つまり通常は日本語で思考して経営を行っている日本人にとって，非日本人を交えて英語で議論
することには，ある程年のロジックの転換を余儀なくされることを意味する．アメリあ人を本社の
農薬部門のマネジャーに就任させたことのある住友化学工業の小林副社長（当時）は，「日本語と英
語とでは発想が違う」という．また，数ヶ国語に堪能な日産のあルロス・ゴーン社長は「私は言語
というものは思考の衣裳のようなものだと考えている……いかに熟練した通訳者でもメッセージ全
体を伝えることはできないに違いない．」という．一般に，日本語と西欧言語との認識パターンの違
いは，多元論的発想と二元論的発想の違いによるとされる．日本の思考様式のもととなる多元論と
は，形而上学的には「世界を構成している究極的要素は一（一元論）でもなく，二（二元論）でも
なく＜数多くの要素からこの世界はできている＞という見方，立場」と定義されている=OO）．つまり
日本語による日本人の思考には，本来ならば並存できないはずのものが何ら矛盾も感じられないで
共存し，ニ元論的な対立の原理が明確にされないのである．内部資源活用型経営と外部資源活用型
経営の並存の問題は，情報化時代における日本企業の経営言語のあり方についてこのような根源的
な観点から議論を深める必要があるのではないだろうか．
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mêÉëëK（石丸正訳『非言語コミュニケーション』新潮選書）．
tÜçêÑI=_K=iK=ENVRSF=i~åÖì~ÖÉI=qÜçìÖÜí=~åÇ=oÉ~äáíó=（_K=iK=ウォーフ箸，池上嘉彦訳（NVVP）『言語・思考・現実』
講談社）．
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